
よんでんグループの価値創造

暮らしを支える
マルチユーティリティ企業グループ

電気事業を中心としたインフラや技術・サービスを強靭化・多様化するとともに、新たな事業・市場領域にも
進出していくことで、企業価値の向上を図り、「暮らしを支えるマルチユーティリティ企業グループ」として

四国地域の発展に貢献してまいります。

エネルギーを中心に、人々の生活に関わる様々なサービスを
高い品質で提供し続けることにより、

快適・安全・安心な暮らしと地域の発展に貢献します。

当社グループは、お客さまや地域の皆さまの「しあわせのチカラになりたい。」との想いを社員一人ひとりが共有し、
「暮らしを支えるマルチユーティリティ企業グループ」として、快適・安全・安心な暮らしと地域の発展に貢献してまいります。

よんでんグループビジョン

よんでんグループの目指すべき将来像

コーポレートメッセージ

よんでんグループの使命・存在意義

地域共生環境適合

未来創造

グループビジョンを実現していくうえで
重視する3つの視点

ＤＸを推進し、「四国地域のプラットフォー
マー」として、エネルギーや情報通信分野

を中心に多様なサービスを提供

スマート化による
豊かな暮らしの創造

電源の低炭素化・脱炭素化、
電気エネルギーのさらなる活用を推進し、
「2050年カーボンニュートラル」へ挑戦

脱炭素社会の実現

地域の成長と活性化、
交流人口の拡大等に資する

取り組みを推進

四国地域の課題解決・
経済活性化

しあわせのチカラに
なりたい。
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よんでんグループの価値創造 トップメッセージ 事業活動による価値創造 サステナビリティを高める事業経営 財務・会社情報



当社グループは、創業以来、エネルギー事業者として、公益的使命を果たしながら、時代と共に移り変わる社会的
課題の解決やお客さまニーズの掘り起こしを進め、事業を拡大してきました。

よんでんグループのあゆみ

1951年（創業）～1970年 1971年～2000年

1953
松尾川第一発電所
（水力）運転開始

1965
西条発電所（石油）
運転開始

1962
電源開発㈱の中四幹線
22万V運転開始

1962
四国内の基幹系統
18万V運転開始

1970
坂出発電所（石油）
運転開始

1977
伊方発電所1号機
（原子力）運転開始

2000
橘湾発電所（石炭）
運転開始

2005
西条発電所で
木質バイオマスの
混焼開始

2016
坂出発電所２号機を
LNG-CCリプレース

2010
坂出発電所1号機を
LNG-CCにリプレース
坂出LNG基地運転開始

1982
本川発電所（揚水式）
運転開始

2010
松山太陽光発電所
の増設

2000
阿南紀北直流幹線
運転開始

2020
送配電部門を分社化

2023
西条発電所１号機を
リプレース

1994
電源開発㈱の
本四連系線運転開始

1994
四国中央幹線50万V
運転開始

1997
地域熱供給
事業の開始

2004
個人向け光サービス
事業開始（㈱STNet）

2008
海外IPP事業開始

2013
データセンター
事業開始

新居浜LNG基地
運転開始

2022

社会情勢 高度経済成長に伴う電力需要の急増

〈電源開発・電力系統の整備〉

オイルショック、バブル景気とその崩壊、経済のグローバル化

〈バランスの良い電源構成の構築、基幹系統の増強〉

当社の
動き

• 水力発電から石油火力発電を
  中心とした電源開発に移行
• 並行して、送配電設備を整備

2001年～2010年
ネット・携帯電話の普及による社会の変化

〈電力小売の自由化、通信事業等の事業拡大〉 
• 自由化後、複数回に亘り電気料金を引き下げ
• 他社に先駆けて石炭火力にバイオマス混焼
• 情報通信事業の拡大、国際事業への参入

2011年～現在
東日本大震災、再エネ導入拡大、ウクライナ危機、GX推進

〈電気事業環境の激変、マルチユーティリティ企業への挑戦〉
• 電力系統に連系される再エネ電源の急速な増加
• リプレースによる火力発電の高効率化・低炭素化
• 電気事業以外の事業の業容拡大

• オイルショック後、石炭火力、原子力などの電源開発を進め、       
  バランスの良い電源構成を実現
• 基幹送電線の50万V化、本州エリアと2ルートで連系

1996-2008 経営効率化による7回の料金値下げの実施

2001-2011 自己株式の取得・消却 （約5,700万株を消却）

四国電力送配電
株式会社

よんでんグループの価値創造

1994
伊方発電所3号機
（原子力）運転開始

※ 瀬戸大橋の橋桁に
　 本四連系線を添架

※ 当社が熱供給を行っている
　 高松市サンポート地区

※ カタールラスラファンC
　 発電・造水プロジェクト＜電気事業以外の事業＞

＜電気事業＞

※ 四国側の出入口である
　 阿南変換所

2012 再エネ固定価格買取制度（FIT）の開始

約49万kW
(2012年度末) (2022年度末)

約361万kW電力系統に
接続済の
太陽光・風力

電気事業以外の事業
利益拡大

56億円
2011年度　営業利益 2021年度　経常利益

180億円
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運転開始

2005
西条発電所で
木質バイオマスの
混焼開始

2016
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運転開始
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社会情勢 高度経済成長に伴う電力需要の急増

〈電源開発・電力系統の整備〉
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よんでんグループの価値創造 トップメッセージ 事業活動による価値創造 サステナビリティを高める事業経営 財務・会社情報



社
会
的
課
題
の
顕
在
化

事
業
環
境
の
変
化

政策・制度・
規制変更

環境問題

社会の変化

技術革新

化石燃料価格および
卸電力市場価格の高騰

電力需給の逼迫リスクの高まり

再エネ電源の大量導入

原子力発電の安全規制強化

電力小売事業の競争

技術革新、DXの推進

低廉で安定的な
エネルギー供給の実現
（エネルギー・
セキュリティの確保）

2050年の脱炭素社会実現
（電源の脱炭素化＆社会の
電化促進）

ライフスタイルの変化、
働き方の多様化　

人口減少・少子高齢化

自然災害の増加・激甚化

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

持続的価値創造に向けた
リスクと機会の認識

ステークホルダーへの価値提供

●電気事業
　発電・販売・送配電ごとに、事業基盤強化と収益性向上

●電気事業以外の事業
　情報通信事業・国際事業を中心に成長事業の拡大

＜中期経営計画2025＞

経営戦略・事業戦略

●事業活動と連動性の高い重点課題（マテリアリティ）を
　特定し、毎年PDCAを回して継続的な取り組みを推進

＜継続的なＥＳＧ活動＞

サステナビリティを高める事業経営

豊富な
人材・技術・
ノウハウ

健全な
財務体質

多様で競争力
に優れた電源構成

信頼度の高い
送配電網

四国地域での強固な
信頼・ブランド力

経営資源［コア・コンピタンス］

P.9－10参照

P.48－70参照

電気事業と電気事業以外の事業を両輪として、
持続的な価値創造を図る

社会価値の創出

株主・投資家

お客さま

従業員

地域社会

取引先

● 良質で安価なエネルギー
を安定的に提供

● 社会に有用な商品・サービスの提供

● 継続的な企業価値向上を
　通じた利益還元
● 迅速・適切な情報公開

● 公正で自由な
　取引の実施

● 地域社会との共生・持続的な発展
● コンプライアンスの徹底

● 人格・個性の尊重、
　 ダイバーシティの推進
● 安全で働きやすい
　 職場環境の確保

● 環境負荷の抑制、
　脱炭素社会実現への貢献
● 環境保全活動の推進

【コア・コンピタンス】

経営資源
【使命・存在意義】

快適・安全・安心な暮らしと地域の発展に貢献
【行動憲章】

社会的責任の遂行を通じた持続的成長・発展

【コーポレートメッセージ】

しあわせのチカラになりたい。
【企業理念】

地域と共に生き、地域と共に歩み、
地域と共に栄える

よんでんグループ

事業活動による価値創造経営戦略・事業戦略

中期経営計画
2025

電気事業
電気事業以外の事業

暮らしを支えるマルチユーティリティ企業グループ
持続的な企業価値の創出

G
ガバナンス

S
社会

E
環境

地球環境

当社グループの事業活動を支えていただいている全ての皆さまとの信頼関係をより強固なものとし、
事業活動を通じて広く社会に対する責任を果たしていくことで、持続的な価値創造を実現してまいります。

持続的価値創造プロセス
よんでんグループの価値創造
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化

事
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境
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変
化

政策・制度・
規制変更
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●電気事業
　発電・販売・送配電ごとに、事業基盤強化と収益性向上

●電気事業以外の事業
　情報通信事業・国際事業を中心に成長事業の拡大

＜中期経営計画2025＞

経営戦略・事業戦略

●事業活動と連動性の高い重点課題（マテリアリティ）を
　特定し、毎年PDCAを回して継続的な取り組みを推進

＜継続的なＥＳＧ活動＞

サステナビリティを高める事業経営

豊富な
人材・技術・
ノウハウ
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に優れた電源構成
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社会価値の創出

株主・投資家
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従業員

地域社会

取引先

● 良質で安価なエネルギー
　を安定的に提供
● 社会に有用な商品・サービスの提供

● 継続的な企業価値向上を
　通じた利益還元
● 迅速・適切な情報公開

● 公正で自由な
　取引の実施
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　脱炭素社会実現への貢献
● 環境保全活動の推進

【コア・コンピタンス】
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【使命・存在意義】

快適・安全・安心な暮らしと地域の発展に貢献
【行動憲章】

社会的責任の遂行を通じた持続的成長・発展

【コーポレートメッセージ】

しあわせのチカラになりたい。
【企業理念】

地域と共に生き、地域と共に歩み、
地域と共に栄える

よんでんグループ

事業活動による価値創造経営戦略・事業戦略

中期経営計画
2025

電気事業
電気事業以外の事業

暮らしを支えるマルチユーティリティ企業グループ
持続的な企業価値の創出

G
ガバナンス

S
社会

E
環境

地球環境

当社グループの事業活動を支えていただいている全ての皆さまとの信頼関係をより強固なものとし、
事業活動を通じて広く社会に対する責任を果たしていくことで、持続的な価値創造を実現してまいります。

持続的価値創造プロセス
よんでんグループの価値創造
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よんでんグループ中期経営計画2025
～持続的な成長・発展に向けた変革と挑戦～

2025年度をターゲットとした取り組み方針 経営指標、株主還元
グループの有する経営資源を最大限活用していくとともに、地域・他事業者とも積極的に連携しながら、中核事業で
ある電気事業と電気事業以外の事業を両輪に、「発電・販売・送配電ごとの事業基盤強化と収益性向上」および「情報
通信事業・国際事業を中心とした成長事業の拡大」を図ってまいります。

事業活動（サステナビリティの源泉）

経営資源の最大活用 地域・他事業者との連携強化

持続的な
企業価値の創出

【電気事業以外の事業】
情報通信事業・国際事業を
中心とした成長事業の拡大

【電気事業】
発電・販売・送配電ごとの
事業基盤強化と収益性向上

DX推進（事業活動のアクセル）

セグメント別利益目標

キャッシュフロー配分（2021～30年度）

株主還元

■電気事業 ■情報通信事業
■国際事業 ■その他事業 発電・販売事業 ：110億円程度

送配電事業 ： 60億円程度

発電・販売事業 ：180億円程度
送配電事業 ： 60億円程度

2016～2020年度
（5ヵ年平均実績）

経営目標 2016～20年度
（5ヵ年平均実績）

2025年度
（目標）

2030年度
（長期目標）

連結
経常利益
204億円

50％
程度

50％
程度

61億円

77億円66億円
（国際事業
を含む）

80億円

80億円

100億円80億円

40億円

70億円

連結
経常利益
350億円

連結
経常利益
500億円

2025年度  
（目標）

2030年度 
（長期目標）

資本コストを上回る利益を継続的に獲得する 財務健全性の確保と資本コスト率の低減の両立を目指す

成長投資・資本政策に係る原資を着実に獲得する経営規模の維持・拡大を目指す

基本方針

目指すべき目標

2.0％ 22.8％

204億円

維持更新
7,000億円

戦略投資
2,000億円

資本政策
2,000億円

営業CF
11,000億円

839億円
350億円 1,100億円 1,200億円500億円

（ROE4.4％）

（2020年度末値）

再エネ拡大、火力電源の低炭素化、国際・新規事業投資 等 配当、有利子負債削減 等

〈10ヵ年平均〉1,100億円程度

（有利子負債倍率：
2.4倍）

（2倍）（7％） （8％）

3.0％
25.0％

（1.5倍）

30.0％
4.0％

ROA
3％程度

（ROE：7％程度）

経常利益
350億円程度

自己資本比率
25％以上

（有利子負債倍率：
 2倍以下）

営業
キャッシュフロー
1,100億円程度

• 安定的な配当の実施を株主還元の基本とし、業績水準や財務状況、中長期的な事業環境などを
総合的に勘案して判断してまいります。

• 伊方3号機の安全・安定稼働による事業環境の正常化と安定的な収益の確保等を前提に、まずは
1株あたり配当額50円の早期実現を目指してまいります。
• 2030年度に向けては、目標利益水準の達成により、さらなる株主還元の拡大を目指してまいります。

経営目標 2016～20年度
（5ヵ年平均実績）

2025年度
（目標）

2030年度
（長期目標）

ステークホルダーへの価値提供

＜参考＞ 中期経営計画2025の位置づけ

中期経営計画
2020

中期経営計画
2025

2026～30年度

2021～25年度
2030年度にグループ
が目指す姿を見据え
た足固めの期間

2016～20年度
仮処分による伊方3
号機の稼働率低下、
小売の競争激化等
で電気事業の収益
性が低下

2011～15年度
東日本大震災後の
原子力の全台停止
に伴う危機の克服

（2021年3月公表）

よんでん
グループビジョン

よんでんグループの価値創造
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よんでんグループ中期経営計画2025
～持続的な成長・発展に向けた変革と挑戦～

2025年度をターゲットとした取り組み方針 経営指標、株主還元
グループの有する経営資源を最大限活用していくとともに、地域・他事業者とも積極的に連携しながら、中核事業で
ある電気事業と電気事業以外の事業を両輪に、「発電・販売・送配電ごとの事業基盤強化と収益性向上」および「情報
通信事業・国際事業を中心とした成長事業の拡大」を図ってまいります。

事業活動（サステナビリティの源泉）

経営資源の最大活用 地域・他事業者との連携強化

持続的な
企業価値の創出

【電気事業以外の事業】
情報通信事業・国際事業を
中心とした成長事業の拡大

【電気事業】
発電・販売・送配電ごとの
事業基盤強化と収益性向上

DX推進（事業活動のアクセル）

セグメント別利益目標

キャッシュフロー配分（2021～30年度）

株主還元

■ 電気事業 ■ 情報通信事業
■ 国際事業 ■ その他事業 発電・販売事業 ： 110億円程度

送配電事業 ： 60億円程度

発電・販売事業 ： 180億円程度
送配電事業 ： 60億円程度

2016～2020年度
（5ヵ年平均実績）

経営目標 2016～20年度
（5ヵ年平均実績）

2025年度
（目標）

2030年度
（長期目標）

連結
経常利益
204億円

50％
程度

50％
程度

61億円

77億円66億円
（国際事業
を含む）

80億円

80億円

100億円80億円

40億円

70億円

連結
経常利益
350億円

連結
経常利益
500億円

2025年度  
（目標）

2030年度 
（長期目標）

資本コストを上回る利益を継続的に獲得する 財務健全性の確保と資本コスト率の低減の両立を目指す

成長投資・資本政策に係る原資を着実に獲得する経営規模の維持・拡大を目指す

基本方針

目指すべき目標

2.0％ 22.8％

204億円

維持更新
7,000億円

戦略投資
2,000億円

資本政策
2,000億円

営業CF
11,000億円

839億円
350億円 1,100億円 1,200億円500億円

（ROE4.4％）

（2020年度末値）

再エネ拡大、火力電源の低炭素化、国際・新規事業投資 等 配当、有利子負債削減 等

〈10ヵ年平均〉1,100億円程度

（有利子負債倍率：
2.4倍）

（2倍）（7％） （8％）

3.0％
25.0％

（1.5倍）

30.0％
4.0％

ROA
3％程度

（ROE：7％程度）

経常利益
350億円程度

自己資本比率
25％以上

（有利子負債倍率：
 2倍以下）

営業
キャッシュフロー
1,100億円程度

• 安定的な配当の実施を株主還元の基本とし、業績水準や財務状況、中長期的な事業環境などを
総合的に勘案して判断してまいります。

• 伊方3号機の安全・安定稼働による事業環境の正常化と安定的な収益の確保等を前提に、 まずは
1株あたり配当額50円の早期実現を目指してまいります。
• 2030年度に向けては、目標利益水準の達成により、さらなる株主還元の拡大を目指してまいります。

経営目標 2016～20年度
（5ヵ年平均実績）

2025年度
（目標）

2030年度
（長期目標）

ステークホルダーへの価値提供

＜参考＞ 中期経営計画2025の位置づけ

中期経営計画
2020

中期経営計画
2025

2026～30年度

2021～25年度
2030年度にグループ
が目指す姿を見据え
た足固めの期間

2016～20年度
仮処分による伊方3
号機の稼働率低下、
小売の競争激化等
で電気事業の収益
性が低下

2011～15年度
東日本大震災後の
原子力の全台停止
に伴う危機の克服

（2021年3月公表）

よんでん
グループビジョン

よんでんグループの価値創造
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2022年度
32,752
(百万kWh)

燃料調達 送配電発電

●火力発電で使用する石炭、LNG、石油や、原子力発電で
使用するウランを、燃料種別の特性を踏まえながら、
経済的かつ安定的に調達しています。

●使用済の原子燃料は、発電所内で保管後、再処理工場
に送られ、加工後に再び燃料として使用します。

● S（安全性）＋３E（安定供給、経済効率性、環境適合）の
観点から、原子力、再生可能エネルギー、火力の各特性を
踏まえ、バランスの良い電源構成の実現を目指すととも
に経済的な需給運用を行っています。

●送電・変電・配電設備の供給信頼度の向上を通じて、お客
さまに低廉で良質な電気を安定的にお届けしています。

●東南海・南海地震などの大規模災害に備えて、設備の津
波対策や復旧体制の整備を行っています。

● 長年に亘り培ってきた信頼・ブランド力や、グループの豊富な
人材・技術・ノウハウを最大活用し、電気事業や情報通信事業、
LNG販売事業等の分野において様々なサービスをご提供して
います。

バリューチェーンに見るグループの強み

本店

エネルギー・サービスの提供

四国地域での強固な信頼・ブランド力豊富な人材・技術・ノウハウ

信頼度の高いネットワーク競争力とバランスに優れた電源構成

個人・ご家庭向けの
契約件数

当社に対する信頼度調査

奈半利川

広野
蔭平

阿波井川
国府

鳴門
大川高松

香川
麻

北松山

松山
松山

壬生川

川内

西条
東予

三島

松尾川第二

本四連系線（2回線・120万kW）
［四国-中国間］

阿南紀北直流幹線
（140万kW）
［四国-関西間］

淡路島南部へ

讃岐

阿南変換所

松尾川第一本川

平山

分水第一

大渡
面河第三

柳谷

大洲

広見

高知

（2023年9月末時点）

伊方
（89万kW）

3号：89万kW

本川（61.5万kW）
61.5万kW（揚水）

坂出（計 138.5万kW）
1号：29.6万kW（LNG）
2号：28.9万kW（LNG）
3号：45万kW（石油等）
4号：35万kW（LNG等）

橘湾（70万kW）
70万kW（石炭）

原子力発電所
火力発電所
水力発電所（2万kW以上）
太陽光発電所
送電線（50万V）
送電線（18万7千V）

変電所（50万V）
変電所（18万7千V）
交直変換所

※ 送電線の点線は他社設備

送電線 電線路亘長 3,398 km

配電線 電線路亘長 46,357 km

変電所 240ヵ所 2,326 万kVA

（2023年3月31日時点）

電気事業設備

発受電電力量 総販売電力量

阿南（計 45万kW）

3号：45万kW（石油）

約190万件

西条（計 75万kW）
1号：50万kW
2号：25万kW
（石炭・木質バイオマス）

電気事業を中心に、燃料調達から発電、送配電、エネルギー・サービスのご提供に至るまで、 グループの有する強み
を最大限に活かすことで、お客さまやビジネスパートナーに様々な価値をお届けしています。

電灯 7,686

小売販売 23,413

卸販売 9,339
他社受電 14,660
その他
（他社受電・卸取引所等）
　　　  8,520
再生可能エネルギー

6,140
再生可能エネルギー

1,791

電力 15,727

火力 11,133

自社発電 19,827

原子力 6,903

2022年度
34,487
(百万kWh)

約86％
信頼層

よんでんグループの価値創造

発電コストの低い
ベースロード電源の割合※

環境性に優れた再エネ・原子力が
自社電源に占める割合

災害時におけるレジリエンスの高さ
大型発電所は、大規模地震の想定震源（太平洋）から遠い
瀬戸内側に分散立地

四国地域に密着したエネルギー事業者と
して高い信頼度を保持

電気事業を中心に幅広く人材等を保有

● ●

災害時におけるレジリエンスの高さ
基幹送電線が2ルートの地域間連系線で本州と接続 

●

●

●

●

●

従業員数 特許保有件数

お客さま１軒あたりの年間事故停電時間の国際比較約5割
約4割

※ 実施時期:2022年10月
対象：四国在住の18～69歳男女2,000名

※ 四国域内における当社の低圧契約の
販売電力量シェア:約85％

出典:海外電力調査会「海外電気事業統計2022」

※ 作業停電を除く

※ ベースロード電源は、原子力、水力（流れ込み式）、石炭を指す。

世界トップレベルの電気の品質

約8,000名

 その他 
17%

エネルギー
事業 
3%

電気事業 
53%

情報通信事業 
10%

建設・エンジニアリング事業 
17%

発電・販売
69

建設・エンジニアリング 37
計測技術 23

化学 12

アグリ 
5

製造
76

その他 19

情報通信
4

送配電
16合計

261件
その他

（分）0 30 60 … 450
四国電力送配電

米国（カリフォルニア）
イタリア
フランス
イギリス
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2022年度
32,752
(百万kWh)

燃料調達 送配電発電

●火力発電で使用する石炭、LNG、石油や、原子力発電で
使用するウランを、燃料種別の特性を踏まえながら、
経済的かつ安定的に調達しています。

●使用済の原子燃料は、発電所内で保管後、再処理工場
に送られ、加工後に再び燃料として使用します。

● S（安全性）＋３E（安定供給、経済効率性、環境適合）の
観点から、原子力、再生可能エネルギー、火力の各特性を
踏まえ、バランスの良い電源構成の実現を目指すととも
に経済的な需給運用を行っています。

●送電・変電・配電設備の供給信頼度の向上を通じて、お客
さまに低廉で良質な電気を安定的にお届けしています。

●東南海・南海地震などの大規模災害に備えて、設備の津
波対策や復旧体制の整備を行っています。

● 長年に亘り培ってきた信頼・ブランド力や、グループの豊富な
人材・技術・ノウハウを最大活用し、電気事業や情報通信事業、
LNG販売事業等の分野において様々なサービスをご提供して
います。

バリューチェーンに見るグループの強み

本店

エネルギー・サービスの提供

四国地域での強固な信頼・ブランド力豊富な人材・技術・ノウハウ

信頼度の高いネットワーク競争力とバランスに優れた電源構成

個人・ご家庭向けの
契約件数

当社に対する信頼度調査

奈半利川

広野
蔭平

阿波井川
国府

鳴門
大川高松

香川
麻

北松山

松山
松山

壬生川

川内

西条
東予

三島

松尾川第二

本四連系線（2回線・120万kW）
［四国-中国間］

阿南紀北直流幹線
（140万kW）
［四国-関西間］

淡路島南部へ

讃岐

阿南変換所

松尾川第一本川

平山

分水第一

大渡
面河第三

柳谷

大洲

広見

高知

（2023年9月末時点）

伊方
（89万kW）

3号：89万kW

本川（61.5万kW）
61.5万kW（揚水）

坂出（計 138.5万kW）
1号：29.6万kW（LNG）
2号：28.9万kW（LNG）
3号：45万kW（石油等）
4号：35万kW（LNG等）

橘湾（70万kW）
70万kW（石炭）

原子力発電所
火力発電所
水力発電所（2万kW以上）
太陽光発電所
送電線（50万V）
送電線（18万7千V）

変電所（50万V）
変電所（18万7千V）
交直変換所

※ 送電線の点線は他社設備

送電線 電線路亘長 3,398 km

配電線 電線路亘長 46,357 km

変電所 240ヵ所 2,326 万kVA

（2023年3月31日時点）

電気事業設備

発受電電力量 総販売電力量

阿南（計 45万kW）

3号：45万kW（石油）

約190万件

西条（計 75万kW）
1号：50万kW
2号：25万kW
（石炭・木質バイオマス）

電気事業を中心に、燃料調達から発電、送配電、エネルギー・サービスのご提供に至るまで、グループの有する強み
を最大限に活かすことで、お客さまやビジネスパートナーに様々な価値をお届けしています。

電灯 7,686

小売販売 23,413

卸販売 9,339
他社受電 14,660
その他
（他社受電・卸取引所等）
　　　  8,520
再生可能エネルギー

6,140
再生可能エネルギー

1,791

電力 15,727

火力 11,133

自社発電 19,827

原子力 6,903

2022年度
34,487
(百万kWh)

約86％
信頼層

よんでんグループの価値創造

発電コストの低い
ベースロード電源の割合※

環境性に優れた再エネ・原子力が
自社電源に占める割合

災害時におけるレジリエンスの高さ
大型発電所は、大規模地震の想定震源（太平洋）から遠い
瀬戸内側に分散立地

四国地域に密着したエネルギー事業者と
して高い信頼度を保持

電気事業を中心に幅広く人材等を保有

● ●

災害時におけるレジリエンスの高さ
基幹送電線が2ルートの地域間連系線で本州と接続 

●

●

●

●

●

従業員数 特許保有件数

お客さま１軒あたりの年間事故停電時間の国際比較約5割
約4割

※ 実施時期:2022年10月
　 対象：四国在住の18～69歳男女2,000名

※ 四国域内における当社の低圧契約の
　 販売電力量シェア:約85％

出典:海外電力調査会「海外電気事業統計2022」

※ 作業停電を除く

※ ベースロード電源は、原子力、水力（流れ込み式）、石炭を指す。

世界トップレベルの電気の品質

約8,000名

 その他 
17%

エネルギー
事業 
3%

電気事業 
53%

情報通信事業 
10%

建設・エンジニアリング事業 
17%

発電・販売
69

建設・エンジニアリング 37
計測技術 23

化学 12

アグリ 
5

製造
76

その他 19

情報通信
4

送配電
16合計

261件
その他

（分）0 30 60 … 450
四国電力送配電

米国（カリフォルニア）
イタリア
フランス
イギリス
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長期
経営目標

よんでん
グループビジョン

サステナビリティを高める事業経営
（ＥＳＧの取り組み）
当社グループは、E（環境）、S（社会）、G（ガバナンス）の観点や四国地域におけるSDGｓを踏まえて事業活動と連動
性の高い重点課題を特定し、社会的責任を果たしながら、持続的な価値創造に向けた取り組みを進めています。

P.3－4参照

P.9－10参照

P.75－76参照

気候変動対策の推進

サステナビリティを高めるための重点課題（マテリアリティ）

脱炭素社会の実現

戦略立案・情報開示

循環型社会の形成

地域環境保全の推進

地域社会との
コミュニケーション

地域の活性化・課題解決

ダイバーシティ・
インクルージョンの推進

働きやすい
職場環境づくり

労働安全衛生の徹底

未来を切り開く
人材の獲得・育成

取引先との共存共栄

コーポレートガバナンス
の充実・強化

IR活動を通じた
企業価値向上

コンプライアンスの推進

情報セキュリティの確保

環境保全活動の推進

地域共生活動の推進

従業員活力の維持・向上

取引先との
パートナーシップの
維持・向上

開かれた経営の実践

コンプライアンスの
推進

（
環
境
）

（
社
会
）

（
ガ
バ
ナ
ン
ス
）

• 国のエネルギー・環境政策を踏まえたＣＯ₂排出抑制施策の
検討・実施

主な取り組み・指標 　　　　　　　　　 ESG指標の定義や経年推移は「ESG主要データ」をご覧ください

＜2030年度目標＞
980万t-CO₂程度　
(2013年度比▲50%）

＜2030年度目標＞
 累計50万kW

＜2023年度目標＞
99％以上

＜2023年度目標＞
SOx 0.3g/kWh以下
NOx 0.5g/kWh以下

同規模で継続実施

他企業と協力して活動を拡大

＜2025年度目標＞
5％以上

＜2025年度目標＞
女性100％、男性15％以上

健康優良法人認定

左記の取り組みの継続に加え、
キャリア採用を充実

継続実施

内容のさらなる充実

内容のさらなる充実

社員教育の継続実施
行為規制遵守プロジェクトによる内
部統制強化
競合他社との接触管理規程を制定

セキュリティ事故の未然防止と
迅速な対応による影響最小化

1,167万t-CO₂

累計約30万kW

99.6％

SOx 0.1g/kWh
NOx 0.3g/kWh

2.7万戸に実施

様々な賑わいイベントの実施

3.5％

女性100％、男性　9.6％  (89％)

健康経営優良法人
（４年連続）

電気事業の技術力の習得・継承
研修の実施
社外での就業経験の拡大 など

パートナーシップ構築宣言の
遵守

取締役会：11回、98.7％
監査等委員会：18回、97.7％

社長による会社説明会：2回
IR事務局による1on1：70回 など

コンプライアンス教育受講率
100％

0件

•ＴＣＦＤ提言を踏まえた戦略立案・情報開示の充実
•気候変動対策に関するステークホルダーの理解促進

•廃棄物の発生抑制・再使用・再資源化の推進

•建設工事における環境モニタリングの適切な実施と結果公表
•地域と一体となった環境保全活動の積極的な推進

•地域の皆さまとの信頼関係維持につながる諸活動の継続実施
•次世代層へのエネルギー教育の継続実施

•地域の活性化・課題解決に資する諸活動の継続実施

•女性や障がい者をはじめ、多様な人材が活躍できる職場環
境の醸成

•働き方改革による生産性と職場活力の向上

•安全教育を通じた基本ルールの徹底
•疾病対策およびメンタルヘルスケアの推進

•人材育成のための教育研修の充実
•電気事業を支える現場力の継承

•対等な立場のパートナーとして、公正で自由な取引の継続実施

•経営監督機能の強化等による経営の透明性・品質の向上

•株主・投資家との双方向コミュニケーションの実施

•法令遵守、企業倫理の徹底

•情報セキュリティ向上施策の推進
•個人情報管理の徹底と教育の実施

中期経営計画
2025の経営目標

・2025年度目標
・2030年度目標

P.17－19参照

E（環境） P48-54参照

S（社会） P55-60参照

G（ガバナンス） P61-70参照

2050年カーボン
ニュートラルへの

挑戦

＜ＣＯ₂排出量＞
・2030年度目標
・2050年度目標

関連
SDGｓ

G

E

S

よんでんグループの価値創造

小売部門からのCO₂
排出量
(FIT無償配分を除く排出量)

再生可能エネルギー
新規電源開発容量

石炭灰有効利用率

SOx / NOx排出原単位

伊方訪問対話活動の
実施

四国家サポーターズ
クラブ等での活動

女性管理職比率

育児休職取得率
(育児目的休暇を含む場合)

健康経営の推進

人材の獲得・育成

取引先との
パートナーシップの
維持・向上

取締役会・監査等委員会
の開催回数、出席率

IR活動の実施状況

コンプライアンスの推進

重大なセキュリティ事故

2022年度の実績 数値目標または
2023年度の取り組み方針
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長期
経営目標

よんでん
グループビジョン

サステナビリティを高める事業経営
（ＥＳＧの取り組み）
当社グループは、E（環境）、S（社会）、G（ガバナンス）の観点や四国地域におけるSDGｓを踏まえて事業活動と連動
性の高い重点課題を特定し、社会的責任を果たしながら、持続的な価値創造に向けた取り組みを進めています。

P.3－4参照

P.9－10参照

P.75－76参照

気候変動対策の推進

サステナビリティを高めるための重点課題（マテリアリティ）

脱炭素社会の実現

戦略立案・情報開示

循環型社会の形成

地域環境保全の推進

地域社会との
コミュニケーション

地域の活性化・課題解決

ダイバーシティ・
インクルージョンの推進

働きやすい
職場環境づくり

労働安全衛生の徹底

未来を切り開く
人材の獲得・育成

取引先との共存共栄

コーポレートガバナンス
の充実・強化

IR活動を通じた
企業価値向上

コンプライアンスの推進

情報セキュリティの確保

環境保全活動の推進

地域共生活動の推進

従業員活力の維持・向上

取引先との
パートナーシップの
維持・向上

開かれた経営の実践

コンプライアンスの
推進

（
環
境
）

（
社
会
）

（
ガ
バ
ナ
ン
ス
）

• 国のエネルギー・環境政策を踏まえたＣＯ₂排出抑制施策の
検討・実施

主な取り組み・指標 　　　　　　　 ESG指標の定義や経年推移は「ESG主要データ」をご覧ください

＜2030年度目標＞
980万t-CO₂程度　
(2013年度比▲50%）

＜2030年度目標＞
 累計50万kW

＜2023年度目標＞
99％以上

＜2023年度目標＞
SOx 0.3g/kWh以下
NOx 0.5g/kWh以下

同規模で継続実施

他企業と協力して活動を拡大

＜2025年度目標＞
5％以上

＜2025年度目標＞
女性100％、男性15％以上

健康優良法人認定

左記の取り組みの継続に加え、
キャリア採用を充実

継続実施

内容のさらなる充実

内容のさらなる充実

社員教育の継続実施
行為規制遵守プロジェクトによる内
部統制強化
競合他社との接触管理規程を制定

セキュリティ事故の未然防止と
迅速な対応による影響最小化

1,170万t-CO₂

累計約30万kW

99.6％

SOx 0.1g/kWh
NOx 0.3g/kWh

2.7万戸に実施

様々な賑わいイベントの実施

3.5％

女性100％、男性　9.6％  (89％)

健康経営優良法人
（４年連続）

電気事業の技術力の習得・継承
研修の実施
社外での就業経験の拡大 など

パートナーシップ構築宣言の
遵守

取締役会：11回、98.7％
監査等委員会：18回、97.7％

社長による会社説明会：2回
IR事務局による1on1：70回 など

コンプライアンス教育受講率
100％

0件

•ＴＣＦＤ提言を踏まえた戦略立案・情報開示の充実
•気候変動対策に関するステークホルダーの理解促進

•廃棄物の発生抑制・再使用・再資源化の推進

•建設工事における環境モニタリングの適切な実施と結果公表
•地域と一体となった環境保全活動の積極的な推進

•地域の皆さまとの信頼関係維持につながる諸活動の継続実施
•次世代層へのエネルギー教育の継続実施

•地域の活性化・課題解決に資する諸活動の継続実施

•女性や障がい者をはじめ、多様な人材が活躍できる職場環
境の醸成

•働き方改革による生産性と職場活力の向上

•安全教育を通じた基本ルールの徹底
•疾病対策およびメンタルヘルスケアの推進

•人材育成のための教育研修の充実
•電気事業を支える現場力の継承

•対等な立場のパートナーとして、公正で自由な取引の継続実施

•経営監督機能の強化等による経営の透明性・品質の向上

•株主・投資家との双方向コミュニケーションの実施

•法令遵守、企業倫理の徹底

•情報セキュリティ向上施策の推進
•個人情報管理の徹底と教育の実施

中期経営計画
2025の経営目標

・2025年度目標
・2030年度目標

P.17－19参照

E（環境） P48-54参照

S（社会） P55-60参照

G（ガバナンス） P61-70参照

2050年カーボン
ニュートラルへの

挑戦

＜ＣＯ₂排出量＞
・2030年度目標
・2050年度目標

関連
SDGｓ

G

E

S

よんでんグループの価値創造

小売部門からのCO₂
排出量
(FIT無償配分を除く排出量)

再生可能エネルギー
新規電源開発容量

石炭灰有効利用率

SOx / NOx排出原単位

伊方訪問対話活動の
実施

四国家サポーターズ
クラブ等での活動

女性管理職比率

育児休職取得率
(育児目的休暇を含む場合)

健康経営の推進

人材の獲得・育成

取引先との
パートナーシップの
維持・向上

取締役会・監査等委員会
の開催回数、出席率

IR活動の実施状況

コンプライアンスの推進

重大なセキュリティ事故

2022年度の実績 数値目標または
2023年度の取り組み方針
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数字で見るよんでんグループ

（億円）（億円）

経常損益／親会社株主に帰属する当期純損益

（％）

202120192018 2020

6

4

2

0

-2

-4

-6

-8

ROA

ROA※（総資産損益率）／ROE（自己資本純損益率）

▲1.0％ ▲7.5％
ROE

7,350億円 981億円
■ 電気事業 ■ 電気事業以外の事業

売上高（営業収益）

▲228億円▲225億円
■経常損益 ■親会社株主に帰属する

　　 当期純損益

財務ハイライト

（億円）
1,500

1,000

500

0

360億円 ▲916億円
■ 営業CF ■ 投資CF

▲555億円
フリーCF

キャッシュ・フロー

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

財務面のみならず、環境や社会、コーポレートガバナンスに係る非財務面で目標指標を掲げ、
持続的な価値創造の実現を目指しています。

※ ＲＯＡは、「事業利益（経常利益＋支払利息）÷総資産（期首・期末平均）」にて算定

※ 2021、2022年度の配当性向は純損失計上のため算定不能

※ 2021年度より収益認識会計基準が適用されたことで、適用前に比べて連結売上高が1,594億円減少

▲2.0

▲7.5

0.8 ▲0.4
▲1.0

2022

5.4

2.4 2.5

5.6

0.9

P.75－78参照非財務情報（ESG主要データ、SASBスタンダードINDEX）

P.73－74参照財務情報
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▲371
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498 360

▲752
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▲999
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202120192018 2020
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（億円） （倍）
3.0

2.0

1.0

0

9,482億円 3.2倍
■ 有利子負債残高

有利子負債残高／有利子負債倍率
有利子負債倍率

0円
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■1株当たり配当額

1株当たり配当額／配当性向

（年度） （年度）2022

8,602 

9,482

7,042 7,170

2022

0
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205.8

30 30

36.4

30

34.1

2.7
3.2

2.22.2
2.4

51 29

▲121
▲62

251
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2050年カーボンニュートラルへの挑戦

本店

エネルギー供給を支える責任ある事業者として、電源の低炭素化・脱炭素化に取り組むとともに、電化等による
電気エネルギーの活用拡大を図ることにより、2050年のカーボンニュートラル実現に貢献してまいります。

電源の低炭素化フェーズ（～2030）
電源の低炭素化・脱炭素化に向けて、2021～30年度に3,500億円を投資

電源の脱炭素化フェーズ（～2050）
2030年

さらなる安全性の向上、安全・安定運転の継続、新型炉の研究

電化推進（他熱源からの切替）、自家発電の低炭素化促進、CO2フリー料金メニューの拡大

蓄電池・EVリソースの拡大、VPP・デジタル技術の活用
エネルギー関連複合サービス提供

CO2フリー電源による水素製造の試験導入 さらなる実証規模の拡大

発電予測精度向上・コネクト&マネージによる再エネの導入拡大 再エネの導入拡大、送配電設備・需給運用の最適化

既設水力発電の出力向上と最大活用

新規電源開発（海外含む）＋50万kW 2050年目標：+200万kW

非効率石炭火力のフェードアウト

高効率石炭火力、LNG火力の活用

太陽光発電 風力発電

2050年

水素混焼技術の検討

CCUS/カーボンリサイクル技術の研究

水素の混焼率拡大・専焼技術の検討

CCUS/カーボンリサイクル技術の検討・活用

原子力発電の
最大活用

再生可能
エネルギーの
主力電源化

電
源
の
低
炭
素
化・脱
炭
素
化

電気エネルギーの
さらなる活用

小売部門
CO2排出量※の
削減目標

カーボンニュートラルに
向けた外部環境整備
国の2050年カーボンニュートラル
グリーン成長戦略、
クリーンエネルギー戦略等より

火力発電における
CO2排出量削減

CO2フリー燃料（アンモニア、水素）の価格低下、インフラ整備の進展
（2030年時点目標＝アンモニア：10円台後半/Nm³-H₂、水素：30円/Nm³）

CCS関連技術の進歩、環境の成熟（適地調査の進展、技術開発の進捗） （関係法令の整備、社会的受容性の確立）

（2050年時点目標＝水素：20円/Nm3 ）

※「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき算定した、小売販売電力におけるCO₂排出量

2030年に向けた経済社会システムの変革（クリーンエネルギー戦略、GXリーグなど） 2050年に向けた経済社会システムの変革

洋上風力の普及拡大

燃料価格のさらなる低下、
供給安定性の向上

洋上風力の発電コストの低減（2030～35年目標＝8～9円/kWh）

2030年度に
▲50％を目指す
（2013年度比） CO2

実質ゼロ

2050年の
カーボンニュートラル

を目指す

電気エネルギーの
さらなる活用

電気エネルギーの
さらなる活用

四国における
カーボンニュートラルの実現

四国における
カーボンニュートラルの実現

木質バイオマスの利用拡大の検討、アンモニア混焼技術の検討 アンモニアの混焼率拡大の検討 アンモニア専焼技術の検討

（2023年9月一部更新）

1,962万t-CO2
（2013年度FIT無償配分前）

電源の
脱炭素化
電源の
脱炭素化

販売電力量に対する小売部門の
非化石証書量割合

2030年度に44％以上達成

2030年度にベンチマーク
指標(省エネ法)達成
A指標1.00以上
B指標44.3%以上
石炭指標43.00%以上 P.19参照

2030年までの
詳細ロードマップ
2030年までの
詳細ロードマップ

P.51参照

GXリーグにおける
排出量の目標

GXリーグにおける
排出量の目標
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（参考）2030年までの個別ロードマップ

本店

　当社グループは、２０３０年までを電源の低炭素化フェーズと定め、再生可能エネルギーおよび火力発電について
は、それぞれ２０３０年までのロードマップを作成し、具体的な取り組みを進めています。

デジタルトランスフォーメーション(DX)の推進
当社グループは、DXを、事業活動において競争力を強化し、新たな価値創造を実現するための手段と位置づけ、

DXを推進するための環境整備と取り組み実践を通じて、ビジネスモデル・プロセスの変革を進めています。

　DXをBX by 「D」（＝デジタル技術やデータを活用して、ビジネスモデル・プロセスや企業文化・従業員マ
インド等を変革すること）と定義付けし、グループ大で取り組みを進めています。

※ 具体的な取り組み内容は、「発電・送配電設備の保全業務高度化」を参照

　開発ロードマップに基づいて、既設水力発電所の計画的な出力向上や各電源毎に新規開発地点の発掘等を進めています。
再生可能エネルギーの主力電源化

　2030年までの期間を低炭素化フェーズと位置づけ、火力発電所の高効率化を図るとともに、既設発電所へのバイオマス・
アンモニアの混焼等の検討を進めています。

火力発電におけるCO₂排出量削減

水　力

既設水力
電源種別 2022年 2025年 ～2030年

新規開発地点の発掘・計画・工事

既設水力発電所の出力向上と最大活用

既設発電所の買取（HPでも受付中）

ため池・荒廃農地等を活用した開発

洋上風力事業への参画
既設陸上風力発電所のリプレース

陸上風力事業への参画・新規開発地点の発掘
▼大豊風力運転開始（2025予定）

▼大洲バイオマス運転開始（2024予定）
▼坂出バイオマス運転開始（2025予定）

▼下水汚泥燃料化事業開始（2025予定）

▼平田バイオマス
運転開始
1号：2022
2号：2023

太陽光

風　力

バイオマス
バイオマス発電事業への参画

新規開発地点の発掘

▼黒藤川水力運転開始（2024予定）

▼長谷池水上太陽光運転開始（2022）　▼羽間上池・中池水上太陽光運転開始（2025予定）

▼備前雲の上・夢前夢ふる里太陽光買取（2023）
▼ベトナム国フーイエン太陽光買取（2023）

新
規
電
源
開
発

高効率石炭火力の活用

項目
2022年 2025年 ～2030年

高効率石炭火力活用

西条旧1号機廃止
▼

西条新1号機運転開始
▼

西条新1号機への下水汚泥固形燃料化物混焼開始
▼

リプレース工事

他社との協業可能性検討

混焼技術の導入検討、サプライチェーン検討

CO2分離回収、カーボンリサイクル技術の研究・導入検討

木質バイオマスの
利用拡大

アンモニア混焼

水素混焼

CCUS他の研究・導入

混焼
開始

設計・製作、工事詳細検討

燃料受入貯蔵設備、
ボイラ等の発電設備の検討

燃料調達の安定性・
経済性確保に向けた検討

実行フェーズ実現可能性調査・検討フェーズ

電源の低炭素化フェーズ（～2030）

DX推進ロードマップ

P.40参照

✓変革意識の醸成
✓デジタルリテラシー向上
✓システム基盤の段階的整備

✓取り組みの継続・拡大による従業員
パフォーマンス最大化

✓パイロット部門における
　先行的な取り組み
✓パイロット部門における
　先行的な取り組み

✓サービスの多様化や高付加価値化
による競争力強化
✓サービスの多様化や高付加価値化
による競争力強化

✓革新的なサービスの提供✓革新的なサービスの提供

ＤＸにつながる
取組実践

ＤＸ推進のため
の環境整備

既存事業既存事業

新規事業新規事業

フェーズ１(～2023年度） フェーズ2(2024年度～）

BX by 「Ｄ」
による価値創造
サイクルへ

それぞれの会社の専任組織が、
まずは、環境整備、主管部の
取組実践を支援

四国電力

ＤＸ推進
プロジェクト

四国電力
送配電
ＤＸ推進
グループ

BX by 「D」

圧倒的なビジネススピードの会得と顧客ニーズの的確な把握を通じ、
「競争力強化」＆「新たな価値創造」を実現し、持続的な企業価値創出

BUSINESS DIGITAL
& DATA

TRANSFORMATION

BX by 「D」Business Transformation by 「Digital ＆ Data」

CLOUD AI

BIG DATA IoT

営業力 オペレーション

業務プロセス 設備運用

よんでんグループの価値創造
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（参考）2030年までの個別ロードマップ

本店

当社グループは、２０３０年までを電源の低炭素化フェーズと定め、再生可能エネルギーおよび火力発電について
は、それぞれ２０３０年までのロードマップを作成し、具体的な取り組みを進めています。

デジタルトランスフォーメーション(DX)の推進
　当社グループは、DXを、事業活動において競争力を強化し、新たな価値創造を実現するための手段と位置づけ、
DXを推進するための環境整備と取り組み実践を通じて、ビジネスモデル・プロセスの変革を進めています。

　DXをBX by 「D」（＝デジタル技術やデータを活用して、ビジネスモデル・プロセスや企業文化・従業員マ
インド等を変革すること）と定義付けし、グループ大で取り組みを進めています。

※ 具体的な取り組み内容は、「発電・送配電設備の保全業務高度化」を参照

　開発ロードマップに基づいて、既設水力発電所の計画的な出力向上や各電源毎に新規開発地点の発掘等を進めています。
再生可能エネルギーの主力電源化

2030年までの期間を低炭素化フェーズと位置づけ、火力発電所の高効率化を図るとともに、既設発電所へのバイオマス・
アンモニアの混焼等の検討を進めています。

火力発電におけるCO₂排出量削減

水　力

既設水力
電源種別 2022年 2025年 ～2030年

新規開発地点の発掘・計画・工事

既設水力発電所の出力向上と最大活用

既設発電所の買取（HPでも受付中）

ため池・荒廃農地等を活用した開発

洋上風力事業への参画
既設陸上風力発電所のリプレース

陸上風力事業への参画・新規開発地点の発掘
▼大豊風力運転開始（2025予定）

▼大洲バイオマス運転開始（2024予定）
　　　▼坂出バイオマス運転開始（2025予定）
　　　　　　▼下水汚泥燃料化事業開始（2025予定）

▼平田バイオマス
   運転開始
　 1号：2022
　 2号：2023

太陽光

風　力

バイオマス
バイオマス発電事業への参画

新規開発地点の発掘

▼黒藤川水力運転開始（2024予定）

▼長谷池水上太陽光運転開始（2022）　▼羽間上池・中池水上太陽光運転開始（2025予定）

▼備前雲の上・夢前夢ふる里太陽光買取（2023）
▼ベトナム国フーイエン太陽光買取（2023）

新
規
電
源
開
発

高効率石炭火力の活用

項目
2022年 2025年 ～2030年

高効率石炭火力活用

西条旧1号機廃止
▼

西条新1号機運転開始
▼

西条新1号機への下水汚泥固形燃料化物混焼開始
▼

リプレース工事

他社との協業可能性検討

混焼技術の導入検討、サプライチェーン検討

CO2分離回収、カーボンリサイクル技術の研究・導入検討

木質バイオマスの
利用拡大

アンモニア混焼

水素混焼

CCUS他の研究・導入

混焼
開始

設計・製作、工事詳細検討

燃料受入貯蔵設備、
ボイラ等の発電設備の検討

燃料調達の安定性・
経済性確保に向けた検討

実行フェーズ実現可能性調査・検討フェーズ

電源の低炭素化フェーズ（～2030）

DX推進ロードマップ

P.40参照

✓変革意識の醸成
✓デジタルリテラシー向上
✓システム基盤の段階的整備

✓取り組みの継続・拡大による従業員
パフォーマンス最大化

✓パイロット部門における
先行的な取り組み

✓パイロット部門における
先行的な取り組み

✓サービスの多様化や高付加価値化
による競争力強化
✓サービスの多様化や高付加価値化
による競争力強化

✓革新的なサービスの提供✓革新的なサービスの提供

ＤＸにつながる
取組実践

ＤＸ推進のため
の環境整備

既存事業既存事業

新規事業新規事業

フェーズ１(～2023年度） フェーズ2(2024年度～）

BX by 「Ｄ」
による価値創造
サイクルへ

それぞれの会社の専任組織が、
まずは、環境整備、主管部の
取組実践を支援

四国電力

ＤＸ推進
プロジェクト

四国電力
送配電
ＤＸ推進
グループ

BX by 「D」

圧倒的なビジネススピードの会得と顧客ニーズの的確な把握を通じ、
「競争力強化」＆「新たな価値創造」を実現し、持続的な企業価値創出

BUSINESS DIGITAL
& DATA

TRANSFORMATION

BX by 「D」 Business Transformation by 「Digital ＆ Data」

CLOUD AI

BIG DATA IoT

営業力 オペレーション

業務プロセス 設備運用

よんでんグループの価値創造
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